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［研究ノート］
大店法改正とその後の規制強化
加藤義忠
I はじめに
戦前の第1次百貨店法から戦後の第2次百貨店法，そして1973年（昭和48
年）に制定された大規模小売店舗法（正式名称，大規模小売店舗における小
売業の事業活動の調整に関する法律。以下，大店法とよぶ）の成立経緯や法
(1) 
の内容的特徴ないしその効果等について，私はすでにノート風の考察をおこ
なった。
ところで，一面では規制範囲をスーパー等へ拡張しながらも基本的には規
制緩和法として特徴づけられるこの大店法は， 1978年（昭和53年）に一部改
正（以下，改正大店法とよぶ）されたが，本研究ノートにおいて，私は従前
と同じ視座から大店法改正の経緯や特徴的改正点についてまず簡単に述ぺよ
うと思う。そしてさらに，その後の運用面での規制強化についても若干言及
しよう。
なお，本ノートにおいては． とくにアメリカからのいわゆる外圧のなか
で，あるいはそれを利用しながら推し進められている流通規制綬和の最近の
動向についての分析はなされない。それは，次のノートにておこなう予定で
ある。
(1) 「第1次百貨店法の成立経緯とその特質」関西大学「商学論集」第“巻第3
号， 1989年 8 月，「第 2 次百貨店法の特質」同上誌，第3錢繹~4 号， 1989年10月，
「大規模小売店舗法の特徴」同上誌，第3躾紗g6号， 1990年2月。
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I 大店法の改正
1 大店法改正の経緯
(239)123 
大店法成立と時を同じくして第1次ォイル・ショックが発生し，これを契
機として日本経済も大不況に見舞われ，いわゆる高度成長期からいわゆる低
成長期へとドラスティックな転換がなされた。低成長下にもかかわらず，大
規模小売商なかでも大手スーパーを軸とする出店，とくに規制基準面積（東
京都と政令指定都市では3,000平方メートル以上，その他の都市では1,500平
(2) 
方メートル以上）を少し下回る規模での出店はおとろえなかった。しかし，
低成長のために，小売市場の大きさは収縮ないしほとんど拡大しないという
状況にあった。それゆえ，大規模小売商と中小小売商の対立・摩擦はいやお
うなしに激しさを増していった。したがってまた，大店法が制定されたにも
かかわらず，中小小売商の大規模小売商進出反対運動はいっそうの広がりを
みせるにいたった。
このような状況下で，基準面積未満の店舗の出店をめぐる摩擦については
小売商業調整特別措置法（昭和34年4月23日，法律155号，以下，商調法と
よぶ）によって斡旋・調停・勧告がなされるはずであったのに，条例ないし
要綱でもって基準面積未満の出店を規制したり指導したりする地方自治休も
(3) 
あらわれ，しかもこのような自治休がふえていった。
(2) 当時の大規模小売商の出店の典型的な手順は，おおよそ次のようなものであっ
た。「l日市街地から人口急増の郊外地に延びている道路沿いにある工場やポウリ
ング場跡地を中心に不動産物件を探す。届け出に際しては商調協での売り場面積
カットを見込んで若千の水増し申請面積を出す。地域社会における継社会構造が
単純であり，少数の「ポス」が支配する中小都市をねらう。種々な名目で多額の
裏金をばらまく。これらはいままで流通企業によって，しばしば採用されてきた
店舗出店戦略である。これらは大店法の規制のもとにあって，出店のスピードを
あげるには巧妙な戦略であったといってよい」（田村正紀「流通産業一大転換の
時代ー」日本経済新聞社， 1982年4月， 198ペー ジ）。
(3) 杉本修「大型店と小売商業政策の展開」糸園辰雄・中野安•前田重朗・山
中豊国編「転換期の流通経済」 1,小売業，大月書店， 1989年2月， 171ペー ジ。
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このような事態の全国的な拡大を背景として，大店法は見直しをせまられ
た。 1977年（昭和52年）の通常国会で，衆議院商工委員会は全会一致で大店法
や商調法や中小小売商業振興法等のいわゆる小売関係法の見直しを政府に要
(4) 
請する特別決議をおこなった。通産省は当初，大店法のみならず商調法をふ
くめた法改正を意図し，両者を一本化したうえで，中規模店については申出
にもとづく調整制度とり，大型店については届出制度を採用するという原案
をもっていたが，中小小売商団体の意向を強く反映した自民党商工部会の賛
(5) 
成をえられず，硯行法の見直しということになったわけである。
まず，関連法規の商調法にかんしていえば，その小売市場許可規定をスー
パーやショッピングセンクーにも適用せよという趣旨の通達が，中小企業庁
から1977年に出されたり，また法自体も同年6月に改正されたりし，大店法
規制対象外の場合であっても大企業の営業にかかわるものについては知事が
(6) 
規制・調整できるようになった。なお，商調法は翌年10月に再改正され，法
適用は伝統的な小売市場に限定されることとなったので，スーパーやショッ
ピングセンクーにたいする本法と大店法とのいわゆる二重規制はなくなっ
芯
ちなみに， 1977年（昭和52年） 9月現在，条例による規制は2県12市町，要綱に
よる指導は22県34市町であった（金子晃「大店法の改正」経済法学会編「経済
法」 No.22,1979年， 47ペー ジ）。 自治体により異なるが， 規制対象売り場面積
を200~300平方メートル以上とする場合が多かった（石原武政・池尾恭ー・佐藤
善信著「商業学」有斐閣， 1989年11月， 240ページ）。しかも，少なくない地方自
治体で都市計画や地域環境などの視点からも，なんらかの規制をおこなおうとし
ていたのは注目に値する（本間重紀「「小売商業保護立法」の現状と問題点」「法
と民主主義」 No.125, 1978年3月， 27ペー ジ）。
(4) 金子晃，同上論文， 47ペー ジ。
(5) 宮坂富之助「大規模小売店舗法」今村成和・丹宗昭信・実方謙ニ・厚矢衰児編
「注解・経済法」下巻，青林書院， 1985年7月， 1082ペー ジ。
(6) 田村正紀「大型店問題」千倉書房， 1981年11月， 13ペー ジ。
(7) 新居玲児「流通産業政策の展望」流通産業研究所編「80年代の流通産業」日本
経済新聞社， 1979年5月， 187-188ペー ジ。
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他方，本筋の大店法についていえば，通産省は1976年（昭和51年） 11月に
大規模小売店舗審議会に大規模小売店舗審査指標策定準備委員会を設置し
て，審査基準の検討をはじめたのにくわえて， 1977年4月に産業政策局に大
規模小売店舗調整官を設けたり，また同年7月に小売問題懇談会を設置した
りし，規制方式の見直しに着手した。
この小売問題懇談会は1978年2月に報告を出した。その骨子は，硯行の規
制・調整制度の枠組みを維持しつつ，その規制基準面積を見直し，大規模小
売資本の集中的出店に対応しうる規制・調整方式を地域政策的視点をも加味
して検討し，規制・調整の統一的尺度づくりをめざす等々というものであっ
た。また，産業構造審議会流通部会と中小企業政策審議会の合同の小売商業
政策小委員会も同年4月8日に，それより少し前の3月はじめに自民党の商
工部会小売商業調整小委員会でまとめられた「商業調整方法についての試
(8) 
案」（中島試案）をも考慮しつつ， 下記のような趣旨の見解を表明した。第
1に，大店法と商調法を一本化する。第2に， 500平方メートル以上1,500平
方メートル（東京都および政令指定都市では3,000平方メートル）未満の中
型店は公示を加味した申出制とし，知事が規制・調整をおこなう。第3に，
1,500平方メートル（東京都および政令指定都市では3,000平方メートル）以
上の大型店は知事を経由した届出制とし，通産大臣が規制・調整する。第4
に，調整期間については，必要に応じて延長できる。第5に，規制・調整対
象外の店舗をめぐる紛争も調停できる制度を検討する。第6に，伝統的な小
売市場については，入居する零細小売商が保護されるよう別途検討する。第
7に，農協や生協の販売事業にかんしては，地元中小小売商との調和が図ら
(8) 中島試案の骨子は下記のようなものであった。第1に，大店法と商調法は一本
化する。第2に，大企業（生協と農協を含む）の出店にさいして，中小小売商団
体の申出があった場合，知事は売り場面積の大小にかかわりなく，出店計画につ
いて事前調査をしたり調整勧告や調整命令を発することができる。第3に，商調
協は現行の商工会議所から知事の下に移し，委員に関連市町村長をくわえる。第
4に，知事の調整に不服のある者は通産大臣に申出ることができる（金子晃，
前掲論文， 47ペー ジ）。
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れるようにすべきである。第8に，商業活動調整協議会（以下，商調協とよ
ぶ）については，広域的な調整の要請に対応できるような改善策を講ずるべ
きである。第8に，調整対象が中規模店まで拡大され，必要性がなくなるの
(9) 
で，地方自治体の条例や要綱は廃止の方向で検討されるべきである。
このような見解にしたがって大店法改正政府案が作成されたが，その作成
過程で農協や生協は規制対象からはずされた。これは，農協や生協にたいす
る自民党の除外要請や野党の規制反対表明等によるものであった。とまれ，
政府の改正案の概要は次のとおりであった。 (1) 規制・調整対象の店舗面積
を引き下げ， 500平方メートル以上とする。 (2) 1,500平方メートル（東京都
と政令指定都市では 3,000平カメートル）以上の店舗については通産大臣，
500平方メートル以上1,500乎方メートル（東京都と政令指定都市では3,000乎
方メートル）未満の店舗については都道府県知事が規制ないし調整をおこな
う。 (3) 通産大臣が規制・調整する店舗の届出も知事経由とし，知事が意見
を述べることができる。 (4) 勧告期間は現行の 3カ月を 4カ月に変更し，必
要があればさらに2カ月延長することができるが，逆に勧告の必要がないと
(10) 
きは期間を短縮できる。
2 特徴的改正点
以上のような経綽をへて，大店法改正政府案は1978年の通常国会に上程さ
れたが，審議未了で継続審議となり，秋の臨時国会で再審議された。この臨
時国会では，政府案に一部議員修正（勧告期間について政府案の原則4カ月
プラス延長2カ月，合計最大限6ヵ月を原則4カ月フ゜ラス延長4カ月，合計
最大限8カ月に修正）がなされ， 10月20日に改正法が成立し， 1979年（昭和
54年） 5月14日から施行された。その改正点（末尾の付録をみよ）の特徴は，
次のようにまとめることができよう。
第1に，改正前の大店法で規制対象とされた大型店舗を第1種大規模小売
(9) 金子晃，同上論文， 47-48ページ，杉本修，前掲論文， 171ペー ジ。
(10) 金子晃，同上論文， 48ペー ジ。
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店舗とよび，これへの規制継続にくわえて，各地の自治体で独自に規制され
ていた500平方メートルから1,500平方メートル（東京都と政令指定都市では
3,000平方メートル）未満の中型店舗をあらたに規制対象とし，これを前者
と区別して第2種大規模小売店舗と名付けた。すなわち，改正大店法では規
制範囲が拡張されたのである。このような改正は基本的には，すでにいくつ
かの地方自治体で進行していた事態をいわば追認するかたちでなされたもの
であるといってよいが，同時にここには通産省がそれまで直接関与できなか
った自治体の規制行為を自己の管轄下に組み込もうとする意図もこめられて
(11) 
いた。この点も看過してはならない。しかし，自治体の条例や要綱が500平
方メートル未満の小型店舗まで規制対象としていたこともあり，その意図ど
(12) 
おりに進まなかったのが実状である。
第2に，改正大店法においては，第1種大規模小売店舗にかんしてのみ旧
大店法にひきつづいて通産大臣に規制・調整権限があたえられたけれども，
第2種大規模小売店舗の規制・調整権限は新たに知事がもつこととなり，こ
のために都道府県レベルでも新たに条例により大規模小売審議会を設置でき
るようになった。ただし，第1種大規模小売店舗についても届出は知事を経
由してなされるし，また大規模小売店舗の出店によって引き起こされる周辺
の中小小売商の営業にたいする影署等について市町村長は知事に，さらに知
事は通産大臣に意見を述べることができる。いずれにせよ，改正大店法では
地方自治体の規制権限が強化されたわけである。
第3に， 1日大店法では5条申請が受理されてから 3カ月以内に変更勧告が
なされるものとなっていたのに，改正大店法では 4カ月を原則とするけれど
も，場合によっては4カ月を限度として延長できるという具合いに改訂され
た。つまり，変更勧告の期間が3カ月から 8カ月に延ばされたのである。ま
た，届出から変更命令がだせる期間については，旧大店法では4カ月以内と
(11) 田村正紀「大型店問題」 59-60ペー ジ， 73ページ，杉岡碩夫「大店法の成立と
その問題点」「経済評論」 1990年4月号， 102ペー ジ。
(12) 石原武政他著，前掲書， 241ペー ジ。
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なっていたのが5カ月以内に改変された。これらの改正は，大規模小売商に
とっては開店日の遅れをもたらすことにもなりうるので，若千の規制強化に
なる可能性がないわけではないが，しかし他面では調整期間の延長の歯止め
(13) 
になりうるという大きなメリットをもたらすことが期待された。しかし，実
(14) 
際は期待どおりには運ばなかった。
m 大店法改正後の規制強化
通産省は大店法を改正して規制範囲を広げたり，また商調協の運営を円滑
(15) 
化することによって大規模小売商と中小小売商のあいだのあつれきの緩和を
図ろうとしたにもかかわらず，大規模小売商による大都市や中都市への大型
店の集中的出店のみならず小都市への出店攻勢が続き，地元中小小売商との
(16) 
あいだの摩擦・矛盾が各地で大きくなっていった。当然のこととして，中小
小売商の大型店出店反対運動は全国的に激しくなり， 1981年（昭和56年） 8 
月には中小小売商団体によって大店法改正等全国小売商推進会議が結成さ
れ，大規模小売商にたいする規制強化が求められた。そしてまた，各地の自
治体や商工会隊所等によって大型店出店凍結宣言が発せられたり，商調協で
(17) 
の調整が難航したりする事態も現出した。
このような事態が進行するなかで， 1981年10月に通産省は大規模小売店舗
の届出の自粛指導を始めたが，同時にまた通産省産業政策局長と中小企業庁
長官の私的諮問機関として大型店問題懇談会が設置された。同懇談会の答申
が翌年の1月にだされたが，そこで書かれている当面の具体的対応策のボイ
(13) 田村正紀「大型店問題」 60ペー ジ。
(14) 石原武政他著，前掲書， 241ペー ジ。
(15) 通産省は， 3条届出を原則受理とし， 3条届出後の事前商調協の協誤期間をお
おむね8カ月とするという内容の通達をだした（本間重紀「大規模小売店舗法」
今村成和他編，前掲書， 1098ペー ジ）。
(16) 日経流通新聞編「大型店新規制時代の小売業」日本経済新聞社， 1982年9月，
12-13ペー ジ。
(17) 杉本修，前掲論文， 172ペー ジ。
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ントは下記のようなものであった。 (1) 特定の大手小売業の出店の抑制なら
びにとくに大型店の出店が相当水準に達している地域への大規模小売店舗の
出店の自粛， (2) 商調協の運営改善， (3) 生協や農協の出店自粛， (4) 都市
(18) 
計画との関連性考慮， (5) 中小小売商の振興策策定。
通産省はこの答申にそって，本格的な出店調整の行政指導＝出店の窓口規
(19) 
制を1982年（昭和57年） 2月から本格的におこなうにいたった。なお，これ
は2年間の暫定的なものとされていたが， 1984年（昭和59年） 3月にだされ
た通達「大規模小売店舗の届出に係わる今後の運用について」によって，さ
らに継続されることとなった。ともあれ，ここにおいて大手百貨店10社（三
越，大丸，高島屋，西武百貨店，松阪屋，東急百貨店，丸井，阪急百貨店，
伊勢丹，そごう，その他要注意企業としては近鉄百貨店）にたいしては，年
間出店数が一律1店とされた。また，大手スーパー10社（ダイエー，イトー
ヨーカ堂，西友，ジャスコ，ニチィ，ユニー，長崎屋，ュニード，寿屋，忠
実屋，その他要注意企業としてはイズミヤ，マルエッ，東急ストア）にたい
しては，それぞれ年間出店届出総面積が過去の実績の30~50パーセント減と
なるように届出総面積許容枠が設定された。要するに，個別の出店規制がお
こなわれたわけであるが，これは巨大小売商にたいする出店規制方式として
のいわゆる企業主義に依拠した許可制の事実上の復活であるということがで
(20) 
きる。それだけではない。ここではじめて，総量規制という新しい規制方式
(21) 
が事実上導入されることになった点が注目される。
上記のような運用面での規制強化によって大型店の出店が抑制されたのは
たしかであり，その結果中小小売商の利益がある程度擁護されることになっ
(18) 日経流通新聞編，前掲書， 185-188ペー ジ。
(19) 斎藤雅通「大規模小売店舗法」保田芳昭・加藤義忠編「現代流通論入門」有斐
閣， 1988年4月， 190ペー ジ，石原武政他著， 241ペー ジ。
(20) 斎藤雅通，同上論文， 185ペー ジ，日経流通新聞編， 前掲書， 11ペー ジ， 22ペ
ジー。
(21) 斎藤雅通，同上論文， 190ページ，日経流通新聞編，同上書， 12ペー ジ。
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たのはいうまでもない。だが，他面運用面での規制強化によって引き起こさ
(22) 
れる利害関係は内部的には若千異なるけれども，総じていえばそれによって
相互間の過熱気味の出店競争が綬和されただけでなく，多様化・個性化の進
展として特徴づけられるような近年の消費者ニーズの変化への対応期間も保
(23) 
証され，大規模小売商の利益にもなったという点を忘れてはならない。
(24) 
いずれにせよ，このような「超法規的」措置ともいいうる事実上の企業主
義にたった許可制の復活や総量規制方式の実質的な採用は，けっして流通近
代化政策の推進という高度成長期につくられた基本的枠組みの放棄を意味す
るものではなく，石油危機後の過剰出店という特殊な状況下で生じた出店許
可制の導入要請にたいして従来の基本的枠組み内で対応し，その要請をそら
(25) 
すために一時的になされたものである。このことは，その後景気が上向くな
かで，とくにアメリカからのいわゆる外圧の高まりの下で，それを口実とし，
あるいはそれに促進されながら，日米両国なかでもわが国の大手小売企業の
利益にむすびつく流通規制綬和をめざす逆の大きな流れが形成され，展開し
ている今日の状況と比すれば，明白であろう。なお，最近の流通規制緩和の
動きについての検討は，次のノートの課題としたい。
(22) 日経流通新聞編，同上書， 55-57ペー ジ。
(23) 岡村明達「大型店規制の新段階」「経済」 1982年6月号， 47ペー ジ，斎藤雅通，
前掲論文， 190ページ，杉本修，前掲論文， 173ペー ジ。
(24) 岡村明達，同上論文， 48ページ，杉本修，同上論文， 173ペー ジ。
(25) 日経流通新聞編，前掲書， 12ペー ジ。
大店法改正とその後の規制強化（加藤）
＜付録＞
大規模小売店舗における小売業の事業活動の
調整に関する法律〔改正昭53一法105)
第1章総則
（目的）
(247)131 
第1条 この法津は，消費者の利益の保護に配慮しつつ，大規模小売店舗における小
売業の事業活動を調整することにより，その周辺の中小小売業の事業活動の機会を
適正に確保し，小売業の正常な発達を図り，もつて国民経済の健全な進展に資する
ことを目的とする。
（定義）
第2条 この法律で「店舗面積」とは，小売業（飲食店業を除くものとし，物品加工
修理業を含む。以下同じ。）を営むための店舗の用に供される床面積をいう。
2 この法律で「大規模小売店舗」とは，第1種大規模小売店舗及び第2種大規模小
売店舗をいう。
3 この法律で「第1種大規模小売店舗」とは，次条第2項若しくは第3項又は第3
条の2第3項の規定による通商産業大臣の公示に係る建物をいう。
4 この法律で「第2種大規模小売店舗」とは，次条第2項若しくは第3項又は第3
条の2第3項の規定による都道府県知事の公示に係る建物をいう。
第 2章 大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整
（大規模小売店舗に関する公示等）
第3条 1の建物であって，その建物内の店舗面積の合計が500平方メートルを超え
るものの新設（建物の床面積を変更し，又は既存の建物の全部若しくは一部の用途
を変更することにより当該建物となる場合を含む。以下同じ。）をする者（小売業
を営むための店舗以外の用に供し又は供させるためその建物の一部の新設をする者
があるときはその者を除くものとし，小売業を営むための店舗の用に供し又は供さ
せるためその建物の一部を設置している者があるときはその者を含む。以下同じ。）
は，その建物の見やすい場所に通商産業省令で定めるところにより表示を掲げると
ともに，通商産業省令で定める事項をその建物内の店舗面積の合計が1,500平方メ
ートル（都の特別区及び地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第1項の
指定都市の区域内においては， 3,00研弓7メートル。以下「種別境界面積」という。）
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以上である場合にあっては通商産業大臣に，その他の場合にあってはその建物の所
在地を管轄する都道府県知事（以下この条及び次条において単に「都道府県知事」
という。）に届け出なければならない。ただし， 当該新設をする者が2人以上であ
る場合においては，これらの者の全部が，又はその一部が共同して当該表示を掲げ
るとともに，当該届出をすることができる。
2 通商産業大臣又は都道府県知事は，前項の規定による届出（同項の規定により 1
の建物について2以上の届出がある場合には，その最初の届出）があったときは，
通商産業省令で定めるところにより，その届出に係る建物における小売業の事業活
動について調整が行われることがある旨の公示をしなければならない。
3 通商産業大臣又は都道府県知事は，第1項に規定する建物について同項の規定に
よる届出がない場合において，同項の規定による届出の場合の区分に応じ，必要が
あると認めるときは，その建物につき前2項の規定の例により表示及ぴ公示をする
ことができる。
4 第1項に規定する建物の床面積を変更し，又はその建物の全部若しくは一部の用
途を変更することによりその建物内の店舗面積の合計を 500平方メートル以下とす
る者は，同項，前項又は次条第5項の表示（以下「店舗の表示」という。）を除去
するとともに，その旨をその建物につき第2項若しくは前項又は次条第3項の公示
（以下「調整の公示」という。）をした通商産業大臣又は都道府県知事に届け出な
ければならない。
5 通商産業大臣又は都道府県知事は，前項の規定による届出があったときは，通商
産業省令で定めるところにより，その届出に係る建物に係る調整の公示がその効力
を失う旨の公示をしなければならない。
6 通商産業大臣又は都道県府知事は，その店舗面積が500平方メートル以下となっ
た第1種大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗について第4項の規定による届
出がない場合において，必要があると恩めるときは，その調整の公示に係る第1種
大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗につき前項の規定の例により公示をする
ことができる。
7 第1項に規定する建物の新設をする者は，第2項又は第3項の公示があった後で
なければ，その建物の全部又は一部を， 500平方メートルを超えて小売業を営むた
めの店舗の用に供し，又は供させてはならない。
8 第1項の規定の適用については，屋根．柱又は壁を共通にする建物（当該建物が
公共の用に供される道路その他の施設によって2以上の部分に隔てられているとき
は，その隔てられたそれぞれの部分）及び通路によって接続され，機能が一体とな
っている 2以上の建物は， これを1の建物とし， その建物に附属建物があるとき
は，これをあわせたものをもって1の建物とする。
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（種別変更）
第3条の2 建物の床面積を変更し，又は建物の一部の用途を変更することにより，
第1種大規模小売店舗内の店舗面積の合計を 500平方メートルを超え種別境界面積
未満とし，又は第2種大規模小売店舗内の店舗面積の合計を種別境界面積以上とす
る者は，通商産業省令で定める事項を通商産業大臣及び都道府県知事に届け出なけ
ればならない。
2 通商産業大臣又は都道府県知事は，その調整の公示に係る第1種大規模小売店舗
又は第2種大規模小売店舗について前項の規定による届出（以下「種別変更の届
出」という。）があった場合において， 次の各号の1に該当するときは，通商産業
省令で定めるところにより，その調整の公示に係る第1種大規模小売店舗又は第2
種大規模小売店舗について次項の公示をして差し支えない旨を都道府県知事又は通
商産業大臣に通知しなければならない。前項の規定による届出を要する場合におい
て，同項の規定による届出がない場合も，同様とする。
ー その種別変更の届出の時までに，その種別変更の届出に係る第1種大規模小売
店舗又は第2種大規模小売店舗における小売業に係る第5条第1項，第6条第1
項若しくは第2項又は第9条第1項から第3項までの規定による届出（以下，
「開店日等の届出」という。）がされていないとき。
二 その種別変更の届出の時までに前号に規定する開店日等の届出がされている場
合にあっては，それらの開店日等の届出及びその時以後にされた同号に規定する
開店日等の届出について，第7条第1項（第9条第4項において準用する場合を
含む。）の規定による勧告又は第8条第1項（第9条第4項において準用する場
合を含む。）若しくは第14条第1項の規定による命令をする必要がないと認めら
れるとき。
3 通商産業大臣又は都道府県知事は，前項の規定による通知があったときは，その
通知に係る建物につき前条第2項の規定の例により公示をしなければならない。
4 前項の公示があったときは，その公示がされた日に，当該第1種大規模小売店舗
又は第2種大規模小売店舗につきその公示前にされた調整の公示は，その効力を失
う。
5 第1項に規定する者は，第3項の公示があったときは，当該第1種大規模小売店
舗又は第2種大規模小売店舗に掲げられた店舗の表示を除去するとともに，前条第
1項の規定の例により新たに表示を掲げなければならない。
（大規模小売店舗における小売業の営業開始等の制隈）
第4条 大規模小売店舗においては，その大規模小売店舗について第3条第2項又は
第3項の公示がされた日から 7月を経過した後でなければ，何人も，新たに小売業
を営んではならない。
2 第3条第2項又は第3項の公示がされた際当該大規模小売店舗において小売業を
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営んでいる者は，その公示の日から 7月を経過した後でなければ，当該大規模小売
店舗における店舗面積を増加してはならない。
（大規模tjヽ 克店舗における小売業者の届出）
第5条 第1種大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗において小売業を営もうと
する者は，第1種大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗ごとに，その営業の開
始の日（以下「開店日」という。）の5月前までに， 次の事項を当該第1種大規模
小売店舗又は第2種大規模小売店舗につき調整の公示をした通商産業大臣又は都道
府県知事（以下単に「通商産業大臣又は都道府県知事」という。）に届け出なけれ
ばならない。
氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名
ー 第1種大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗の所在地
ー開店日
四店舗面積
2 第3条第2項又は第3項の公示がされた際当該第1種大規模小売店舗又は第2種
大規模小売店舗において小売業を営んでいる者は，その公示の日から 2月以内に，
前項第1号，第2号及び第4号の事項を通商産業大臣又は都道県府知事に届け出な
ければならない。
3 前2項の規定による届出には，通商産業省令で定める事項を記戦した書類を添附
しなければならない。
（開店日の繰上げ等の届出）
第6条 前条第1項の規定による届出をした者は，その届出に係る開店日の繰上げを
しようとするときは，繰上げ後の開店日の5月前までに，その旨を通商産業大臣又
は都道府県知事に届け出なければならない。
2 前条第1項又は第2項の規定による届出をした者は，その届出に係る店舗面積の
増加をしようとするときは，店舗面積を増加する日の5月前までに，その旨を通商
産業大臣又は都道府県知事に届け出なければならない。ただし，通商産業省令で定
める軽微な変更については，この限りでない。
3 前条第3項の規定は，前2項の規定による届出に準用する。
（変更勧告）
第7条通商産業大臣又は都道府県知事は，第5条第1項又は前条第1項若しくは第
2項の規定による届出があった場合において，その届出に係る第1種大規模小売店
舗又は第2種大規模小売店舗の周辺の人口の規模及びその推移，中小小売業の近代
化の見通し，他の大規模小売店舗の配置及び当該他の大規模小売店舗における小売
業の現状等の事情を考慮して，その届出に係る事項が実施されることによりその届
出に係る第1種大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗における小売業の事業活
動がその周辺の中小小売業の事業活動に相当程度の影響を及ぼすおそれがあるかど
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うかを審査し，そのおそれがあると認めるときは，政令で定める審議会の意見又は
都道府県大規模小売店舗審議会の意見（都道府県大規模小売店舗審議会を置かない
都道府県の都道府県知事にあっては，その届出に係る第2種大規模小売店舗の所在
地がその地区内にある商工会議所又は商工会の意見及ぴ消費者又はその団体，小売
業者又はその団体その他のもので通商産業省令で定めるところにより申出をしたも
のの意見（以下「申出者の意見」という。）次条第1項において同じ。）を聴いて，
その届出を受理した日から 4月以内に限り，その届出をした者に対し，その届出に
係る開店日を繰り下げ，又は店舗面積を削減すべきことを勧告することができる。
2 前項の政令で定める審議会又は都道府県大規模小売店舗審議会は，同項の規定に
より意見を聴かれた場合において，その意見を定めようとするときは，その第1種
大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗の所在地がその地区内にある商工会議所
又は商工会の意見及び申出者の意見を聴かなければならない。
3 第1項の場合において，通商産業大臣又は都道府県知事は，当該届出について，
広域にわたる調査を行うことが必要であるときその他同項の期間内に同項の規定に
よる勧告をすることができない合理的な理由があるときは，同項の規定にかかわら
ず， 4月を超えない範囲内において，同項の期間を延長することができる。この場
合においては，当該届出をした者に対し，同項の期間内に，その延長する期間及び
その期間を延長する理由を通知しなければならない。
4 第1項の場合において，通商産業大臣又は都道府県知事は，同項の期間が満了す
る日前に，当該届出に係る事項が直ちに実施されてもその届出に係る第1種大規模
小売店舗又は第2種大規模小売店舗における小売業の事業活動がその周辺の中小小
売業の事業活動に相当程度の影響を及ぼすおそれがないことが明らかであると認め
るときは，当該届出に係る事項について同項の規定による勧告をしないことを決定
し，その旨を当該届出をした者に通知することができる。 ・
5 前項の規定による通知を受けた者が，その通知を受けたところに従って，第5条
第1項の規定による届出に係る開店日若しくは前条第1項の規定による届出に係る
繰上げ後の開店日の緑上げをし，又は同条第2項の規定による届出に係る店舗面積
を増加する日を緑り上げて店舗面積の増加をする場合には，同条第1項又は第2項
の規定は，適用しない。
（変更命令）
第8条 通商産業大臣又は都道府県知事は，前条第1項の規定による勧告を受けた者
がその勧告に従わない場合において，同項に規定する事態が生じ，中小小売業の利
益が著しく害されるおそれがあると認めるときは，同項の政令で定める審議会の意
見又は都道府県大規模小売店舗審議会の意見を聴いて，その届出を受理した日から
5月以内に限り，その勧告を受けた者に対し，その勧告に係る開店日を繰り下げ，
又は店舗面積を削減すべきことを命ずることができる。
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2 前条第2項の規定は，前項の規定により同条第1項の政令で定める審議会又は都
道府県大規模小売店舗審議会の意見が聴かれた場合に準用する。
3 前条第3項の規定により同条第1項の期間が延長された場合における第1項の規
定の適用については，同項中「その届出を受理した日から 5月」とあるのは，「同
条第3項の規定により延長された期間が満了する日から 1月」とする。
（閉店時刻及び休業日数）
第9条 第1種大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗において小売業を営もうと
する者は，第1種大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗ごとに， 開店日まで
に，その閉店時刻を通商産業大臣又は都道府県知事に届け出なければならない。た
だし，その閉店時刻が通商産業省令で定める時刻以前であるときは，この限りでな
い。
2 第1種大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗において小売業を営もうとする
者は，第1種大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗ごとに，開店日までに，そ
の休業日数を通商産業大臣又は都道府県知事に届け出なければならない。ただし，
その休業日数が通商産業省令で定める日数以上であるときは，この限りでない。
3 第1種大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗において小売業を営んでいる者
は，その閉店時刻の繰り下げ又は休業日数の削減をしようとするときは，あらかじ
め，その旨を通商産業大臣又は都道府県知事に届け出なければならない。ただし，
緑下げ後の閉店時刻が第1項の通商産業省令で定める時刻以前であるとき，若しく
は削減後の休業日数が前項の通商産業省令で定める日数以上であるとき，又は閉店
時刻の繰下げ若しくは休業日数の削減が通商産業省令で定める軽微なものであると
きは，この限りでない。
4 第7条第1項及び第2項の規定は前3項の規定による届出に，前条第1項及び第
2項の規定は前3項の規定による届出に係る勧告に，それぞれ準用する。この場合
において，第7条第1項及び前条第1項中「開店日を繰り下げ，又は店舗面積を削
減すべきこと」とあるのは， 「閉店時刻を繰り上げ， 又は休業日数を増加すべきこ
と」と読み替えるものとする。
（改善勧告）
第10条 通商産業大臣又は都道府県知事は，その調整の公示に係る第1種大規模小売
店舗又は第2種大規模小売店舗における小売業者の顧客の送迎その他の営業に関す
る行為がその第1種大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗における小売業の事
業活動を通じてその周辺の中小小売業の事業活動に影響を及ぼすおそれがある場合
において，その中小小売業の維持育成を図るため特に必要があると認めるときは，
その営業に関する行為を行っている小売業者に対し，その営業に関する行為をしな
いように勧告することができる。
2 通商産業大臣又は都道府県知事は，前項の規定による勧告をしたときは，その旨
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を公表しなければならない。
（消費者に対する配慮等）
(253)137 
第11条 通商産業大臣又は都道府県知事は，第7条第1項（第9条第4項において準
用する場合を含む。），第8条第1項（第9条第4項において準用する場合を含む。）
又は前条第1項に規定する措置の運用に当たっては，消費者の利益の保護について
配慮し，あわせて，第1種大規模小売店舗又は第2種大規模小売店舗における中小
小売業の近代化その他の小売業の事業活動の円滑な遂行に支障を及ぼすことのない
よう配意しなければならない。
（氏名等の変更の届出）
第12条 第5条第1項又は第2項の規定による届出をした者は，第6条第1項又は第
2項の規定による届出を要する場合を除き，その届出に係る第5条第1項各号に掲
げる事項の変更をしたときは，遅滞なく，その旨を通商産業大臣又は都道府県知事
に届け出なければならない。ただし， 通商産業省令で定める軽微な変更について
は，この限りでない。
2 第9条第1項又は第2項の規定による届出をした者は，その届出に係る閉店時刻
の繰上げ又は休業日数の増加をしたときは，遅滞なく，その旨を通商産業大臣又は
都道府県知事に届け出なければならない。ただし，通商産業省令で定める軽微な変
更については，この限りでない。
（承継）
第13条 第5条第1項若しくは第2項又は第9条第1項から第3項までの規定による
届出をした者について相続又は合併があったときは，相続人又は合併後存続する法
人若しくは合併により設立した法人は，その届出をした者の地位を承継する。
2 前項の規定により第5項第1項若しくは第2項又は第9条第1項から第3項まで
の規定による届出をした者の地位を承継した者は，その承継があった日から 1月以
内に，その旨を通商産業大臣又は都道府県知事に届け出なければならない。
（営業の停止）
第14条 通商産業大臣又は都道府県知事は，その調整の公示に係る第1種大規模小売
店舗又第2種大規模小売店舗における小売業者が第4条，第5条第1項，第6条第
1項若しくは第2項若しくは第9条第1項から第3項までの規定に遮反し，又は第
8条第1項（第9条第4項において準用する場合を含む。）の規定による命令に遮反
したときは，その小売業者に対し， 1年以内の期間を定めてその小売業の営業の全
部又は一部を停止すべきことを命ずることができる。
2 通商産業大臣又は都道府県知事は，第3条第1項に規定する建物で調整の公示が
されていないものにおける小売業者が，その建物が明らかに同項に規定する建物に
該当することを知っていると認められる場合において，同項の規定による届出の場
合の区分に応じ，その者の事業活動がその周辺の中小小売業の事業活動に著しい影
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響を及ぼしていると認めるときは，その小売業者に対し， 1年以内の期間を定めて
その小売業の営業の全部又は一部を停止すべきことを命ずることができる。
（種別変更前にされた届出）
第14条の2 第3条の2第2項第2号に該当する場合において同項の規定による通知
をした通商産業大臣又は都道府県知事は，当該通知に係る建物につき同条第3項の
公示があったときは，通商産業省令で定めるところにより，その公示をした都道府
県知事又は通商産業大臣にその公示の日前にされた第5条第1項若しくは第2項又
は第9条第1項から第3項までの規定による届出に係る事項を記載した書類を引き
継がなければならない。
2 第3条の2第3項の公示があった場合には，その公示の日前に，同条第4項の規
定により効力を失うこととされる調整の公示に係る第1種大規模小売店舗又は第2
種大規模小売店舗における小売業に係る前項に規定する届出をした者は，第6条第
1項若しくは第2項，第12条又は第13条の規定の適用については，それぞれの公示
に係る第2種大規模小売店舗又は第1種大規模小売店舗における小売業に係る前項
に規定する届出をした者とみなす。
第3章雑則
（届出の経由）
第14条の3 この法律の規定による届出であって，通商産業大臣にするものは，当該
届出に係る建物又は第1種大規模小売店舗の所在地を管轄する都道府県知事を経由
してしなければならない。
（市町村長及び商工会議所等への通知）
第15条 都道府県知事は，開店日等の届出（当該都道府県知事を経由して通商産業大
臣にされるものを含む。）があったときは， その届出に係る開店日， 店舗面積その
他の事項で通商産業省令で定めるものを，その届出に係る大規模小売店舗が所在す
る市町村の長及びその所在地がその地区内にある商工会議所又は商工会に通知する
ものとする。
（都道府県知事等の意見の申出）
第15条の2 都道府県知事は，当該都道府県知事を経由してされた第1種大規模小売
店舗における小売業に係る開店日等の届出について，その届出に係る事項が実施さ
れることによりその届出に係る大規模小売店舗における小売業の事業活動がその周
辺の中小小売業の事業活動に及ぼす影響に関し，通商産業大臣に対し，意見を申し
出ることができる。
2 市町村長は，前条の規定により通知された事項について，その通知をした都道府
県知事に対し，意見を申し出ることができる。
大店法改正とその後の規制強化（加藤） (255)139 
（助言）
第15条の3 都道府県知事は，第7条第1項（第9条第4項において準用する場合を
含む。）の規定による審査をするに際し必要があるときは， 国の関係行政機関の長
に対し，助言を求めることができる。
（都道府県大規模小売店舗審議会）
第15条の4 都道府県知事の諮問に応じ第2種大規模小売店舗における小売業の事業
活動の調整に関する重要事項を調査審艤させるため，都道府県は，条例で，都道府
県大規模小売店舗審議会を設置することができる。
2 都道府県大規模小売店舗審議会に関し必要な事項は，条例で定める。
（報告及び立入検査）
第16条 通商産業大臣又は都道府県知事は，この法律の施行に必要な限度において，
政令で定めるところにより，第3条第1項に規定する建物を設置する者若しくは第
1種大規模小売店舗若しくは第2種大規模小売店舗における小売業者に対し報告を
させ，又はその職員に，これらの者の事務所若しくは店舗に立ち入り，帳簿，書類
その他の物件を検査させることができる。
2 前項の規定により職員が立入検査をする場合には，その身分を示す証明書を携帯
し，関係人に提示しなければならない。
3 第1項の規定による立入検査の権限は，犯罪捜査のために認められたものと解釈
してはならない。
（不服申立ての手続における聴闘）
第17条第8条第1項（第9条第4項において準用する場合を含む。）又は第14条の
規定による命令についての審査請求又は異議申立てに対する裁決又は決定（却下の
裁決又は決定を除く。）は， 審査請求人又は異議申立人に対し， 相当な期間をおい
て予告をした上，公開による聴聞を行った後にしなければならない。
2 前項の予告においては，期日，場所及び事案の内容を示さなければならない。
3 聴聞に際しては，審査請求人又は異議申立人及び利害関係人に対し，当該事案に
ついて証拠を提示し，意見を述べる機会を与えなければならない。
第4章罰則
第18条第8条第1項（第9条第4項において準用する場合を含む。）又は第14条の
規定による命令に蘊反した者は， 300万円以下の罰金に処する。
第19条 次の各号の1に該当する者は， 50万円以下の罰金に処する。
ー第3条第7項又は第4条の規定に遮反した者
二 第5条第1項若しくは第2項，第6条第1項若しくは第2項又は第9条第1項
から第3項までの規定による届出をせず，又は虚偽の届出をした者
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第20条次の各号の1に該に該当する者は， 10万円以下の罰金に処する。
ー第12条又は第13条第2項の規定による届出をせず，又は虚偽の届出をした者
二第16条第1項の規定による報告をせず，若しくは虚偽の報告をし，又は同項の
規定による検査を拒み，妨げ，若しくは忌避した者
第21条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人，使用人その他の従業者が，その
法人又は人の業務に関し，前三条の遮反行為をしたときは，行為者を罰するほか，
その法人又は人に対して各本条の刑を科する。
